
ウェルビーイング・ジャパン
の創生をめざして

～健康をつくり、笑顔をまもる～



理事長　田中　一久

当会の創立は1960年（昭和35年）で、当時すでに健康課題となっていた「がん」の予防に着手し、
1962年に日本初の「職域の胃がん集団検診」をスタートさせました。
その後巡回健診として全国の職域に展開し、半世紀以上に渡り健康診断事業を通じ日本の健康を
支えてまいりました。
おかげさまで、お客様に多大なるご支援を頂いて日本を代表する労働衛生機関に成長し、現在では
3,000を超える企業・団体そして健康保険組合に支持され毎年100万件を超えるデータを取り扱って
おります。

医療技術が発達し、「がんも治る」と言われる時代ですが、それだけ早期発見の重要性は増しており
、また近年は多くの企業の皆様が健康経営を推進され、積極的に社員の健康の維持・向上に取り組
まれていらっしゃいます。
そこで当会では、企業・団体そして健康保険組合の皆様にお役に立つ最適なご提案を行い、あわせ
て健診受診者の皆様へは保健指導や重症化予防、そして必要に応じて専門治療機関のご紹介もで
きる「産業保健総合サービス」に取り組んでおります。

積み重ねてまいりました経験と信頼を糧にさらに努力を続け、お客様に寄り添い、生涯にわたる健康
づくりの支援と健康社会の構築に貢献してまいります。

理事長ご挨拶

ウェルビーイング・ジャパンの創生をめざし、
　　　皆さまの健康をつくり、笑顔をまもります



沿革

1960

日本予防医学協会

創立

1964

巡回健診開始
胃部レントゲンの巡回
健診を全国に向けて
スタート

2020

創立60周年

1989

全国の医療機関と連携した
健康診断をスタート
全国の医療機関と連携した
健康診断をスタート

ネットワーク
健診開始

健康情報の
データベース化開始

1981

健康経営優良法人
ホワイト500取得
健康経営優良法人
ホワイト500認定

2018

2004

プライバシー
マーク取得
保健衛生部門で第1号

2007

健康経営推進
協議会 発足

イベント型健診開始

ウェルビーイング南森町
開設 1969

1964

扇橋診療所
開設 1976

ウェルビーイング博多開設
1979

ウェルビーイング毛利
開設 2006

ウェルビーイング栄
開設 2011

健康経営の普及開始

車坂診療所
開設

(1975年移転により閉鎖）

(旧称：関西支部附属診療所）

(旧称：西日本支部附属診療所）

(2006年移転により閉鎖）

年間取引
2500社*以上
600健保以上

年間取扱データ
100万件以上

健康経営銘柄
取得の48%以上
の団体と取引

＊うち上場企業：600社以上

内外機関による定期的な精度管理
を実施し恒常的に品質向上を

行っています。

多くのお客様の支持を
得ています

御社の健康経営銘柄取得に
お役立ていただけるサービスを

ご提供します。

企業・健保
ご担当者様

受診者様

取引先

従業員
家族

環境・社会

教育・研究機関

ステークホルダー
　　　との関係性
私たちはステークホルダーの皆さまに
信頼していただける団体であり続ける
ことを、そして社会にとってなくてはな
らない存在を目指します





４私たちの取組み

日本予防医学協会では、ウェルビーイング・ジャパンの創生をめざして、健康社会の構築を通じて
社会に貢献してまいります。

女性活躍推進

7割を超える女性職員が活躍しやすい
環境づくりを目指し、各種取組みを実
施するとともに専門セミナーの開催や
情報提供などを通じて働く女性の健
康づくりを推進しています。

研究開発事業

社会全体の健康増進に貢献するため
様 な々情報提供や各種学会などの活
動支援を行っています。
また、大学や研究機関と共同で健康に
関する研究を行い、学会への発表も行
っております。

健康経営推進

人材育成事業

内外の産業保健スタッフの学習会、研
修会の実施のほか、医学部・保健学部
の学生実習支援や、企業・健保の担当
者向けセミナーを開催するなど、労働衛
生機関ならではの人材育成を行ってい
ます。

さまざまな社会貢献事業

これまで、健康経営研究会の設立、健康経営フォーラムの開催、九州・福岡健康経営推進協議会の活動など、対外的な健康経営の普及
活動に加え、2015年からは、「日本予防医学協会 健康経営宣言」を制定し、協会内での取組みも推進しています。現在は、協会全体の
課題解決に向けた具体的な目標値を定め、各地区代表者のもと、様 な々アイデアを出し合いながら健康経営の取組みを進めています。 
これらの取組みが評価され、経済産業省および日本健康会議が実施する「健康経営優良法人」（2018年、2019年、2021年、2022年）、
スポーツ庁が実施する、「スポーツエールカンパニー」（2019年～2022年）に認定されました。

健康経営宣言
一般財団法人日本予防医学協会　健康経営宣言

From the well-being JPM to the well-being JAPAN
～人と組織の健康づくり～

日本予防医学協会で働く全ての役職員とその家族が心身ともに健康であることは経営の基盤であり、それが盤石で
あってこそ、働く人々の健康と、組織の健康経営を支える労働衛生機関としての役割が担えると考えます。

そこで当会では実効性の高い健康施策を講じ、職員が活き活きと仕事や生活に向き合える職場環境を整え、全員
のヘルスリテラシーとワークエンゲージメントを高めることを目指します。

全ての役職員が協働して「認め合い、助け合い、教え合う」組織風土の醸成を図り、人と組織の健康づくりに自らが
取り組むことで、健康社会の実現に貢献してまいります。

『健康経営®』は特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標です。

健康診断の精度管理
健康診断のスタッフ育成、健診の検査データ、医師による読影・判定、判定基準、結果通知等の精度管理体制として
品質管理チームを設置し管理・運営しています。精度管理を以下の３つに分類し恒常的に品質向上を行っています。

全国の健康診断のハンドリング
附属診療所や全国各地での巡回健診および約2,000の医療機関とネットワークを結び、内容や
結果の統一化を実現しています。
データの一元化を行うことで全社のデータ管理・品質向上が可能となります。

外部機関による精度管理
第３者による精度管理として以下の各臨床検査精度管理調査に毎年参加しています。
①公益社団法人全国労働衛生団体連合会 総合精度管理事業
②一般社団法人日本総合健診医学会 精度管理調査
③一般財団法人日本情報経済社会推進協会 プライバシーマーク制度（2年毎）

データの取り扱い

品質向上への取組み

検査、分析
における精度管理

各学会への提出資料におい
て検査毎の陽性率等の情報
を管理。適切に検査が実施さ
れているかの精度管理を実施
しています。

判定、評価
における精度管理

胸部・胃部レントゲン検査、腹部
超音波検査、心電図検査の精度
管理調査を活用し、読影医、
検査スタッフの画像撮影、判定
の精度管理を行っています。

試料、検体の採取
における精度管理

一定期間毎にコントロール血
清やテスト検体を用いて検体
が正しく検査されているかの
管理を行い、各検査機関の精
度管理を徹底しています。

日本予防医学協会ではお客様の健康情報の管理及び維持を安全に行い、また、その情報を元により良い商品、サービスを提供さ
せて頂くため、お客様に関する情報を取得させて頂いております。
そのため、業務に従事する全ての者に対し個人情報保護に関する法律、諸規則及び内部規定を遵守するよう教育を継続的に行
っております。
また内部委員会を設置するとともにJIS Q 15001に即した個人情報保護マネジメントシステムに基づいてお客様の情報を管理し
ております。この内部規定や体制、マネジメントシステムについては適宜見直し、継続的な改善を図っています。

要配慮
個人情報

一般
個人情報基幹システム

非
個人情報

日本予防医学協会が取り扱うデータの種類

日本予防医学協会では、下記の3種類のデータを取り扱っております。
いずれのデータに関しても、適切かつ安全な管理のもと取り扱いを行っております。

※3省4ガイドライン（厚生労働省・総務省・経済産業省）に準拠した体制を構築しています。
※健診業務処理ラインとインターネット接続系を分離し、セキュリティ向上に努めています。



名古屋東京

〒103-0001
東京都江東区毛利１-19-10
江間忠錦糸町ビル5F

JR錦糸町駅徒歩5分
東京メトロ半蔵門線住吉駅徒歩5分
都営新宿線住吉駅徒歩5分

〒460-0004
愛知県名古屋市中区新栄町1−3
日丸名古屋ビル地下1階

名古屋市営地下鉄東山線・
名城線栄駅徒歩1分

福岡大阪

〒530-0047
大阪府大阪市北区西天満5-2-18
三共ビル東館5F

地下鉄谷町線南森町駅徒歩3分
地下鉄堺筋線南森町駅徒歩3分
JR東西線大阪天満宮駅徒歩5分

〒812-0011
福岡県福岡市博多区博多駅前3-19-5 
博多石川ビル2F

JR/地下鉄博多駅徒歩5分

財団概要財団概要

会長
理事長（代表理事）
専務理事
常務理事
理事/医師
理事
理事
理事

監事（弁護士/非常勤）
監事（公認会計士/非常勤）

理事一般財団法人日本予防医学協会

1967年（創立1960年）

153億9,300万円（2021年度）

理事長　田中　一久

1,445名(2023年2月現在/非常勤職員含）

本部/東日本事業本部／ネットワーク事業部
〒135-0001 東京都江東区毛利1-19-10 江間忠錦糸町ビル
TEL　03-3635-1153　FAX　03-3635-1159

東日本事業本部　東海課
〒460-0004 愛知県名古屋市中区新栄町1－3 日丸名古屋ビル
TEL　052-950-3710　FAX　052-950-3709

西日本事業本部／人事部／財務部
〒530-0047 大阪府大阪市北区西天満5-2-18 三共ビル東館
TEL　06-6362-9041　FAX　06-6362-1087

健康情報サービス事業部
〒541-0058 大阪府大阪市中央区南久宝寺町3-1-8 MPR本町ビル
TEL　06-6258-2161　FAX　06-6258-2187

九州事業本部/営業統括部健康情報分析課
〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前3-19-5  博多石川ビル
TEL　092-473-1520　FAX　092-481-3242

（2023.04.01 現在）
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布施　光彦
田中　一久
井上　徹也
津山　敦
赤津　順一
喜多　正
山本　学
高橋　直己

長谷雄　伸作
田口　邦宏

全国労働衛生団体連合会
労働者健康保持増進サービス機関
がん対策推進企業アクション
Smart Life Project
知って、肝炎プロジェクト
（厚生労働省 肝炎総合対策推進国民運動事業）

一般財団法人日本情報経済社会推進協会 プライバシーマーク制度（2年毎）
全国労働衛生団体連合会　労働衛生サービス機能評価 認定
日本総合健診医学会　優良総合健診施設 認定
日本産業衛生学会　専門医制度 研修施設 認定
日本人間ドック学会　健診施設機能評価 認定
健康経営優良法人
スポーツエールカンパニー

名　称

設　立

事業収入

代表者

従業員数

所在地

加盟機関

認定


